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第１部 保健医療福祉施策の充実に向けて 

第１章 計画の考え方 

１ 計画改定までの経緯 

○ 東京都保健医療計画は、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の 4 に

基づき平成元年に策定し、平成５年 12 月に第一次改定、平成 10 年 12 月に第

二次改定、平成 14 年 12 月に第三次改定、平成 20 年３月に第四次改定、平成

25 年３月に第五次改定を行いました。 

 

○ 平成 26 年６月には、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律(平成 26 年法律第 83 号）が成立し、医療法

が改正され、地域医療構想が導入されました。 

 

○ 地域医療構想において都道府県は、平成 37 年（２０２５年）の病床数の必要

量と、その達成に向けた事項を定めることとされ、東京都は、平成 28 年 7 月に、

東京都地域医療構想を策定しました。 

 

○ 東京都の人口は、今後もしばらくは増加を続け、平成 37 年の 1,398 万人をピ

ークに減少に転じるものと見込まれています。また、高齢化率は、総人口がピーク

を迎える平成 37 年には 23.3％となり、平成 42 年には 24.3％と都民のおよそ

４人に１人が高齢者になると推計されています。 

 

○ 都民が安心して暮らし続けるためには、効率的かつ質の高い医療提供体制を構

築するとともに、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域

包括ケアシステムを構築することが重要です。 

 

○ このため、東京都地域医療構想は、「東京の２０２５年の医療～グランドデザイ

ン～」として、「誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる『東京』」を描

き、都民、行政、医療機関、保険者など、医療・介護・福祉等に関わる全ての人が

協力し、将来にわたり東京都の医療提供体制を維持・発展させていくための方針と

しました。 

 

○ また国は、平成 28 年５月から、「医療計画の見直し等に関する検討会」を開催

し、その意見のとりまとめ等を踏まえ、 

① 急性期から回復期、慢性期までを含めた一体的な医療提供体制の構築 

② 疾病・事業横断的な医療提供体制の構築 

③ ５疾病・５事業及び在宅医療に係る指標の見直し等による政策循環の仕組みの

強化 

④ 介護保険事業（支援）計画等の他の計画との整合性の確保 
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など観点から、医療法 30 条の３第 1 項の規定に基づく「医療提供体制の確保に

関する基本方針」の改正を行うとともに、「医療計画作成指針」の見直しを行いま

した。 

 

２ 計画の趣旨と基本理念 

○ 平成 28 年に策定した東京都地域医療構想において、「東京の２０２５年の医療

～グランドデザイン～」である「誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮ら

せる『東京』」の実現に向けた 4 つの基本目標を掲げました。 

 

 

 

○ 東京都保健医療計画は、地域医療構想の達成に向けた取組を具現化し、推進し

ていくための計画です。 

 

○ 生涯にわたり健やかで心豊かに暮らせる社会を実現するためには、都民一人ひ

とりが主体的に疾病予防や介護予防に取組む必要があります。 

 

○ また疾病の早期発見・治療をはじめ、重症化予防やリハビリテーション、介護

に至るまでの連携した保健医療サービスの提供や、生活の質（ＱＯＬ）の向上を図

る取組が求められています。 

 

○ さらに、安心して暮らすことが可能な在宅療養環境を整備し、治し支える医療

を推進させ、高齢者・子ども・障害者など全ての人を地域全体で支える地域共生社

会の実現に向けて取り組むことが重要です。 

 

○ 一方、少子化により、年少人口や働く世代の人口が減少していく中でも、医療

技術の高度化・専門化や保健医療ニーズの多様化に対応する人材の確保・育成に努

めるなど、いつでも、どこでも、だれでも必要に応じて、質の高い医療を安心して
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受けられる体制の構築が求められています。 

 

○ 前回の計画策定から５年が経過することに加え、こうした保健医療をめぐる社

会情勢の変化や、これまで都が取り組んできた施策の実施状況及び国の医療提供

体制の確保に関する基本方針の改正等を踏まえて、東京都保健医療計画をより一

層有効に機能させるとともに、東京都地域医療構想の達成に向けた取組を進めて

いくため、計画の第六次改定を行います。 

 

３ 計画の３つの柱と推進主体 

○ 都はこれまで、疾病・事業ごとに協議会等を設け、がん対策、在宅医療、救急

医療、脳卒中や糖尿病など疾病ごとに都民にとって分かりやすく、切れ目のない医

療連携体制を整備するとともに、医療人材の養成・確保、資質の向上を図る取組な

どを行ってきました。 

 

○ 安全で安心かつ良質な保健医療体制を実現するため、都民の視点に立って保健

医療情報を提供するとともに、計画の推進主体である医療提供施設や行政機関、都

民などがそれぞれの役割を果たしながら、ライフステージを通じた健康づくりや、

急性期から回復期、在宅療養に至る切れ目のない医療連携体制を確保していきます。 

 

 ○ また、保健医療と介護、福祉の連携によるサービスの一貫した提供と健康危機

から都民を守るための体制とが相互に支えあう体制の充実を進めていきます。 

東京都保健医療計画の体系図

健康づくりと保健医療体制

計画の推進主体

○医療提供施設

（病院、診療所、薬局等）

○保険者 ○都民

○ＮＰＯ ○関係団体
○行政機関

高齢者・障害者福祉の

提供体制 健康危機管理体制

○ 超高齢化社会における医療提供体制の構築

○ ライフステージを通じた健康づくり

○ 地域包括ケアシステムにおける治し、支える

医療の充実

○ 切れ目のない医療連携体制の整備

○ 医療・介護・福祉の連携

○ 大都市特性を踏まえた地域包括ケアシステムの構築

○ 利用者ニーズに応じた適切な支援体制の構築

○ 感染症予防・医療対策

○ 食品・医薬品等の安全確保

○ 生活環境の安全確保
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（１） 健康づくりと保健医療体制の充実（65 ページ～314 ページ） 

○ 東京都地域医療構想で掲げたグランドデザイン「誰もが質の高い医療を受けら

れ、安心して暮らせる『東京』」を実現するため、予防から治療、在宅医療に至る

まで、切れ目のない保健医療体制の構築を推進します。 

 

○ 都の疾病構造は、生活水準の向上や医療技術の進歩に伴い、がん・心疾患・脳

血管疾患・糖尿病などの生活習慣病が中心とするものに変化しており、ライフス

テージを通じた健康づくりや、生活習慣の改善などを進めます。 

 

○ 医療ニーズの多様化に対応するため、小児や働く世代、高齢者など、ライフス

テージに応じた支援体制を充実させるとともに、重症化予防に向けた取組を行い

ます。 

 

○ また、医療の内容も専門化・多様化していることから、都民が主体的に医療を

選択できるよう、医療機関が持つ機能の情報を適切に集約し、分かりやすく提供す

る仕組みを構築します。 

 

（２） 高齢者及び障害者施策の充実（315 ページ～328 ページ） 

 ○ 高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、医療、

介護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」

の構築を目指し、介護サービス基盤の整備や適切な住まいの確保、介護人材の確

保、在宅療養の推進、認知症対策の推進、介護予防の推進などに取り組みます。 

 

○ 障害者が地域で安心して暮らせる社会を実現するため、地域居住の場や日中活

動の場等、障害者の地域生活基盤を整備するとともに、都民が障害や障害者への

理解を深めるための取組みを進めていきます。 

 

○ 重症心身障害児（者）や医療的ケアを必要とする障害児が、適切な支援を受け

ながら地域で安心して暮らせるよう、地域における専門的支援の提供体制の整備

を進めるほか、関係機関の連携強化や在宅生活を支えるサービスの充実に取り組

みます。 

 

（３）健康危機管理体制の充実（329 ページ～360 ページ） 

 ○ 東京は、人や物が集中する大規模な経済活動拠点であるとともに、海外から多

くの人や物が行き来する国際都市であり、人々はその利益を享受する一方、都民

の生活は健康を脅かす様々な疾患の発生などのリスクにさらされています。また、

健康危機が発生した場合には、被害が急速に拡大するおそれがあります。 

 

 ○ 食品・医薬品・生活環境・飲料水等の安全確保や感染症の予防及びまん延防止

のため、効果的な監視指導や検査、都民への適切な情報提供などに取り組みます。 
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 ○ 多様化・複雑化する健康危機に的確に対応するため、保健所等の関係機関とも

連携し、健康危機の未然防止・被害の拡大防止等に取り組み、都民の安全・安心

を確保します。 

 

（４）計画の推進主体の役割（361 ページ～412ページ） 

○ 地域医療構想の実現に向けて、医療提供者の中心である病院、診療所、薬局な

どの機関が、それぞれの機能に応じて適切な役割を担うとともに、行政機関であ

る区市町村、都、国が多様なサービスや施策を実施します。 

 

○ また、生活習慣病の予防対策となる特定健康診査や特定保健指導の確実な実施、

医薬品の適正使用の推進など、医療保険者の保健医療分野における役割は以前に

も増して大きくなっています。 

 

○ さらに、都民や患者一人ひとりが、保健医療サービスの単なる受け手ではなく、

「主体」としての自覚を持ち、「自らの健康には自らが責任をもつ。」という意識

の下に、積極的に参画します。 

 

４ 計画の性格 

○ この計画は医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４に基づく「医療計

画」を含むものであり、東京都の保健医療施策の方向性を明らかにする「基本的

かつ総合的な計画」としての性格を持つものです。 

 

○ また、この計画は、区市町村にとっては行政施策展開の、民間医療機関・各種

団体・企業にとっては活動の、そして都民にとっては行動の指針となることを期待

するものです。 

 

○ 計画改定に当たっては、「東京都地域医療構想」（平成 28 年７月策定）を一体

化させるとともに、「東京都高齢者保健福祉計画」、「東京都障害者計画・東京都障

害福祉計画・障害児福祉計画」、「東京都医療費適正化計画」及び「東京都健康推進

プラン２１」等の他計画と整合性を図りながら、保健・医療・福祉の連携に係る取

組を示しています。 

 

５ 計画の期間 

○ 計画の期間は、平成 30 年度から平成 35 年度までの６か年を対象とします。 

 

○ 在宅医療等については、３年ごとに見直しを行います。 

 

○ なお、今後、この計画を推進する上での情勢の変化に対応して、必要があると

きは６年以内に再検討を行い、変更するものとします。 
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第２章 保健医療の変遷 

  終戦直後 

（昭和２０年代） 

○ 終戦後は、食料不足、医薬品・衛生材料の不足、医療機関の荒廃に加え、伝染病・性病

の流行、結核のまん延等、国民生活は危機的状況にありました。そのため、医療法などの

法令整備や医療法人制度が創設されるなど、医療提供体制の整備が進められました。 
 

○ また、保健所法（昭和 22 年法律第 101 号）に基づき、保健所は地域の保健医療の中核

として、結核・母子保健対策の上で大きな役割を果たしました。 
       

年代 国 都

昭和２０年代 ○東京都衛生局の設置【昭和２１年】
○衛生施設復興５か年計画の策定【昭和２４年】
　（保健所の増設、都立病院の整備　等）

○衛生関係の基礎的法令の整備【昭和２２年～】
　（医療法・医師法・歯科医師法　等）
○医療法人制度の創設【昭和２５年】
　私立病院数と病床数が増加

主な動き 

高度経済成長期 

（昭和３０年～５０年代） 

○ 高度経済成長を背景に、「国民皆保険」「医療機関へのフリーアクセス」、「医療提供体制

の量的な整備」の３点がほぼ確立されました。 
 

○ 一方、経済成長による生活向上に伴い、疾病構造も変化しました。特に、脳血管疾患や

がん、心疾患といった慢性疾患患者が増加し、成人病予防対策が図られました。 
 

○ さらに、高度成長の影で大気汚染等による公害問題や交通事故、有毒物の混入等の食品

汚染問題などの健康被害が新たな問題となり、様々な対策が進められました。 
 
 
 
 
  

 

年代 国 都

昭和３０年代

昭和４０年代

昭和５０年代 ○救急医療対策事業【昭和５２年】
○老人保健法施行【昭和５８年】

○（一次、二次）夜間診療の開始【昭和５２年】
○準夜診療の開始【昭和５３年】
○在宅難病患者緊急一時入院事業【昭和５７年】

○医療金融公庫の設立【昭和３５年】
　　民間医療機関への融資を開始
○国民皆保険の確立【昭和３６年】
○老人福祉法の制定：６５歳以上を対象に老人健康
　診査開始【昭和３８年】
○救急病院等を定める省令の制定【昭和３９年】

○保健所に成人病相談室の開設【昭和３４年】
○血液センター整備費補助【昭和３９年】
　都内の輸血用血液を１００％献血で確保

○公害対策基本法の制定【昭和４２年】
○７０歳以上の老人医療費の無料化。６５歳以上は
　寝たきり状態の人に限り無料化【昭和４８年】

○７０歳以上の老人医療費の無料化【昭和４４年】
○大気汚染健康障害医療費助成事業【昭和４７年】
○６５歳以上の老人医療費の無料化【昭和４８年】
○（初期）休日診療の開始【昭和４８年】
○休日夜間急患センター事業【昭和４９年】

主な動き 
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少子・高齢化の進展に伴う保健医療 

（昭和６０年～現在） 

○ 医療施設の機能分化と連携を促進することによる医療提供体制の効率化などを目指し

て、今まで八次にわたり医療法が改正されました。医療法第一次改正により、各都道府県

における医療計画の作成が制度化されたことに伴い、「東京都保健医療計画」を策定しまし

た。 
 

○ 第二次改正では、高度の医療サービスの提供などを行う「特定機能病院」が、第三次改

正では、かかりつけ医やかかりつけ歯科医等を支援する「地域医療支援病院」が制度化さ

れ、第四次改正では、精神病床、感染症病床、結核病床以外の病床が、「一般病床」と主と

して慢性期の患者が入院する療養環境に配慮した「療養病床」とに区分されました。 
 

○ 第五次改正では、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病の四疾病と救急医療、災害医療、

へき地医療、周産期医療及び小児医療の五事業の具体的な医療連携体制を医療計画に位置

付けることになりました。都においては、がん診療連携拠点病院の整備や、地域全体で救

急患者を受け止める「救急医療の東京ルール」の推進など、医療提供体制の整備を進めて

きました。 
 

○ また、「社会保障・税一体改革大綱」では、医療サービスの効率化・重点化を図る観点か

ら、高度急性期への医療資源の集中投入や在宅医療の充実など医療提供体制の変革を目指

すこととされました。 
 

○ さらに、医療介護総合確保推進法により医療法第六次改正が行われ、都道府県は 2025

年に向けて病床の機能分化・連携を進めるための地域医療構想を策定し、医療計画に記載

することとなりました。今後、少子高齢化が更に進展し、医療・介護サービスの需要が増

大していく中で、効率的かつ質の高い医療提供体制と地域包括ケアシステムの構築を目指

していきます。 

 

 

 
 

国 都

平 成 元 年 ～ ○医療法第二次改正【平成４年】
　療養型病床群制度、特定機能病院制度の創設
○地域保健法の成立・母子保健法の改正
　【平成６年】（９年施行）
○医療法第三次改正【平成９年】
　地域医療支援病院制度の創設
○介護保険法の制定【平成９年】（１２年施行）

○保健医療計画の策定【平成元年】
○東京都リハビリテーション病院の設立【平成２年】
○ひとり親家庭医療費助成事業の開始【平成２年】
○保健医療計画第一次改定【平成５年】
○保健医療情報センター（ひまわり）の開設
　【平成５年】

○医療法第四次改正【平成１２年】
　「その他病床」を「療養病床」と「一般病床」と
　　に区分
○介護保険制度改革関連法成立【平成１７年】
○障害者自立支援法成立【平成１７年】
○医療法第五次改正【平成１８年】
　四疾病・五事業の具体的な医療連携体制の位置付
　け、医療機能情報提供制度の創設　等

○保健所で健康増進指導事業【昭和６０年】
○母子保健サービスセンターの開設【昭和６２年】

○保健医療計画第二次改定【平成１０年】
○「東京発医療改革」の発信【平成１２年】
○「東京都高齢者保健福祉計画」策定【平成１２年】
○衛生局を再編、健康局及び病院経営本部の設置
　【平成１４年】
○保健医療計画第三次改定【平成１４年】
○がん診療連携拠点病院の整備【平成１４年】
○健康局と福祉局が統合し、「福祉保健局」が発足
　【平成１６年８月】
○「福祉・健康都市　東京ビジョン」策定
　【平成１８年】

年代

昭和６０ 年代

平成１０ 年～

○医療法第一次改正【昭和６０年】
　都道府県医療計画制度の創設
　※病床規制の本格導入
○老人保健制度の創設【昭和６２年】

主な動き 
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国 都

平成２０ 年～ ○保健医療計画第四次改定【平成２０年】
○救急医療の東京ルールの運用開始【平成２1年】
○東京都周産期医療体制整備計画【平成２２年】
○急性大動脈スーパーネットワーク実施
　【平成２２年】
○東京都災害医療コーディネーターの設置
　【平成２４年】
○「東京都高齢者保健福祉計画」策定【平成２４年】
○保健医療計画第五次改定【平成２５年】
○「東京都地域医療構想」策定【平成２８年】

○高齢者の医療に関する法律施行【平成２０年】
○社会保障・税一体改革大綱【平成２４年】
○医療介護確保推進法による第六次医療法改正
【平成２６年】
　病床機能報告制度及び地域医療介護総合確保基金の
　創設、地域医療構想の策定　等
○第七次医療法改正【平成２８年】
　地域医療連携推進法人制度の創設　等

年代

主な動き（つづき） 
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第１節 都民から見た保健医療の現状 

１ 東京都の地域特性 

① 人口密度が高い 

 

  

○ 東京都の面積は全都道府県の中で３番目に小さく、また、人口は最多であり、人口密

度は他の道府県と比較して、非常に高い状況にあります。 

 

 

 
○ 東京都における区市町村別人口密度（夜間人口）は、千代田区を除く区部及び区部に隣

接する市部において、１平方キロメートル当たり１万人を超えています。 

また、町村部及び島しょ部の人口密度は、１平方キロメートル当たり４千人未満となっ

ています。 

 

 

 

東京都の区市町村別人口密度 

人口密度 

（千人／k ㎡） 

10 

 8 

 6 

 4 

資料：総務省「国勢調査」より作成 

   人口及び面積は、平成２７年１０月１日現在 

第３章 東京の保健医療をめぐる現状 

資料：総務省「国勢調査」平成 27年 
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② 昼夜間人口比率が高い 

 

 

 

 

○ 東京都における区市町村別昼夜間人口比率をみると、周辺部からの通勤・通学者の流

入により、都心部で 120％を超えています。特に千代田区は 1460.6％、中央区は

431.1％、港区は 386.7％となっています。 

一方、都心の周辺部及び町村部ではおおむね 100％を下回っています。 

 

③ 高度医療提供施設の集積 

 ○ 東京には、高度医療・先進的な医療を提供する大学病院本院や特定機能病院が集積し

ています。特に、がん患者など、都内全域や他県から高度医療等を求める患者を数多く

受け入れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都の区市町村別昼夜間人口比率 

昼夜間人口比率 

（％） 

1２0 

100 

80 

 
 

 

国立がんセンター中央病院 慶應義塾大学病院

東京慈恵会医科大学附属病院 東京医科大学病院

順天堂大学医学部附属順天堂医院 国立国際医療研究センター病院

日本医科大学付属病院 日本大学医学部附属板橋病院

東京医科歯科大学医学部附属病院 帝京大学医学部附属病院

東京大学医学部附属病院 公益財団法人がん研究会有明病院

昭和大学病院 杏林大学医学部付属病院

東邦大学医療センター大森病院　
平成29年４月１日現在

特定機能病院とは 

 高度医療を提供する医療機関として国が承認する医療機関 

資料：総務省「国勢調査」より作成 

   人口及び面積は、平成２７年１０月１日現在 
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④ 医療人材養成施設の集積 

 ○ 13 医科大学・大学医学部や 5 歯科大学・大学歯学部、11 薬科大学・大学薬学部、

94 の看護師等養成課程などの人材養成施設が所在し、多くの医療人材を養成・育成し

ています。 

 

⑤ 中小病院や民間病院が多い 

 ○ 都内の病院数は、平成 28 年 10 月１日現在 651 施設であり、全国で最多です。 

 

○ このうち 200 床未満の中小病院数は 454 病院であり、全体の 69.7％を占めていま

す。 

 

○ 民間病院の割合は 90.6％で、全国値（81.1％）と比較して高くなっています。 

≪厚生労働省「医療施設調査」（平成 28 年）≫ 

 

⑥ 発達した交通網 

 ○ 鉄道やバスなどの公共交通網や道路網が高度に発達しており、比較的短い時間での移

動が可能なアクセシビリティに優れた都市となっています。 

 

⑦ 高齢者人口の急激な増加 

○ 高齢者人口は平成 27 年現在約 301 万人で、高齢化率 22.7％です。 

 

 ○ 平成 17 年から平成 27 年までの 10 年間で約 7１万人増加しており、今後も引き続

き増加することが予想されています。 

≪総務省「国勢調査」平成 27 年≫ 

 

⑧ 高齢者単独世帯が多い  

○ 都内の世帯数は、平成 27 年時点で約 669 万世帯で、そのうち高齢者単独世帯は約

79 万世帯、全世帯数に占める割合は 11.8％です。 

≪総務省「国勢調査」平成 27 年≫ 
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２ 人口動向 

 

 

○ 東京都の将来人口は年少人口の割合は減少を続ける一方、高齢者人口の割合は増加を続

け、平成 52 年の高齢者人口は 395 万人弱となり、全人口に占める高齢者人口の割合は約

３割、都民のおよそ３人に１人が 65 歳以上の高齢者という、極めて高齢化の進んだ社会

が到来することが予測されています。 

 

○ 東京都の世帯数は、平成 27 年 

の 669 万世帯から、平成 42 年 

には 708 万世帯まで増加します 

が、人口減少の影響により、その 

後は減少に転じると予測されて 

います。 

 

○ 高齢化の進行に伴い、世帯主の 

年齢が65歳以上の高齢世帯の増 

加が見込まれ、65 歳以上の単独 

世帯数は、平成 42 年以降も増加 

し、平成 52 年には全世帯数の約 

15％を占めると予測されていま 

す。 

222万人 240万人 256万人 239万人 213万人 173万人 150万人 142万人 142万人 148万人 152万人 160万人 159万人 153万人 145万人 138万人

818万人
842万人 836万人

831万人 864万人
879万人

871万人

869万人 870万人 885万人 879万人
904万人 913万人 902万人

867万人
813万人

47万人
59万人 73万人 89万人 106万人 124万人 153万人 191万人

230万人
264万人 301万人 321万人 326万人 339万人

363万人
394万人

4.3 

29.3 
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(2040)

％万人

年

年齢３区分別人口の推移と将来人口推計(東京都)

将来人口

高齢者人口(65歳以上)

生産年齢人口(15歳以上65歳未満)

年少人口(15歳未満)

高齢者人口割合

（注）（ ）内は総人口。四捨五入や、実績値の総数には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

資料：総務省「国勢調査」等より作成（平成３２年以降は平成２７年国勢調査結果をもとにした東京都政策企画局による推計）

（1,352万人）
（1,398万人）（1,394万人）
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年

世帯数の将来推計(東京都)

将来推計

その他の世帯

65歳未満の単独世帯

65歳以上の単独世帯

全世帯数に占める
65歳以上の単独世帯の割合

資料：総務省「国勢調査」等により作成（平成３２年以降は東京都政策企画局による推計）
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○ 東京都の出生数と合計特殊出生率1については、平成 17 年を底に微増傾向がみられ、平

成 28 年の出生数は 111,962 人、合計特殊出生率は 1.24 となっています。 

 

 

 

○ 東京都の死亡数及び死亡率（人口千対）は、高齢化に伴い増加傾向が続いており、平成

28 年の死亡数は 113,415 人、死亡率は 8.6 となっています。 

                                                   
1 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢階級別出生率を合計したもの。一人の女子が仮にその年次の年齢別出生率で一

生の間に産むとしたときの合計数に相当する。 

229,687人

111,962人

1.96 

1.24 
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万人

年

出生数及び合計特殊出生率の推移(東京都)

出 生 数

合計特殊出生率

合計特殊出生率

資料：厚生労働省「人口動態統計」（毎年）
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資料：厚生労働省「人口動態統計」（毎年）
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３ 都民の健康状況 

 

○ 戦前及び戦後数年間は、結核、肺炎など感染性疾患が死因の上位を占めていましたが、

近年は死因も大きく変化し、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が死因の

上位を占めています。また、高齢者の増加等に伴い、肺炎による死亡が増加しています。 

 

 

○ 東京都における平均寿命は、平成 22   

年には男79.82年、女86.39年であり、 

昭和 45 年と比べて男女とも 10 年近く 

延びています。 

   

○ 全国についても平均寿命は年々延び、 

平成 27 年には男 80.75 年、女 86.99     

年に達しました。 
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
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資料：厚生労働省「都道府県別生命表」、「完全生命表」

※「都道府県別生命表」は平成２２年のデータが最新である。
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○ 東京都における要介護認定者数は年々増加し、平成 29 年４月には第１号被保険者にお

ける要介護認定者数は 563,933 人に達しました。第１号被保険者数に占める割合も年々

増加しており、平成 29 年４月には 18.4％となっています。 

 

○ 今後、高齢化の進展に加え、要介護認定率１の高い後期高齢者の増加により、要介護（要

支援）認定者数の増加が見込まれます。 

                                                   
１ 要介護認定率：第１号被保険者数に占める要介護（要支援）認定者数の割合 

区　分 人口（第１号被保険者） 要介護認定者数 要介護認定率

前期高齢者（６５～７４歳） 1,541,949人 71,803人 4.7%

後期高齢者（７５歳以上） 1,527,020人 492,130人 32.2%

資料：厚生労働省「介護保険事業報告（月報）」（平成２９年４月分）

年齢別の要介護認定率（東京都）

約6.9倍
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○ 平成９年度以降の手帳所持者数の推移をみると増加傾向にあり、平成28年度末におけ

る所持者数は100,999人となっています。 

 

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

平成９年度 平成１３年度平成１６年度平成１９年度平成２２年度平成２４年度平成２６年度平成２８年度

３級

２級

１級
9,420人

34,435人

45,058人

73,667人

100,999人

86,461人

61,880人

19,645人

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（東京都） 

資料：東京都福祉保健局調べ 
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４ 都民の意識・受療行動 

 

○ 東京都における有訴者率（病気やけが等で自覚症状のある者の人口千人に対する割合）

は、総数、男女とも平成 16 年以降はほぼ横ばいに推移しておりましたが、近年女性はや

や減少傾向にあります。平成 28 年は、男性 276.9、女性 342.4、総数 311.1 となって

います。 

 

 

○ 都民を対象にした「保健医療に関する世論調査」の結果によると、都民が最初に受診す

る医療機関は「近くの医院・診療所」が 71.3％、「症状が軽い場合は医院・診療所、重い

場合は大きな病院」が 16.5％となっています。 
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(1986)
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千人対

年

有訴者率の推移(東京都)

男性

総数

女性

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

342.4

311.1

276.9

281.2

224.0

252.9

近くの医院・診療所71.3％
16.5％

6.5％

症状が軽い場合は医院・
診療所、重い場合は大き
な病院

地域の比較的大きな病院

都立病院や大学病院
などの大きな病院（2.9％） わからない（2.3％）

資料：東京都生活文化局「健康と保健医療に関する世論調査」（平成２８年１０月調査）
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(ｎ＝1,680)

脳卒中・心臓病・がん・糖尿病など生活習慣病

認知症や寝たきりなど、高齢者のための医療や

介護制度のあり方

医療費の負担のあり方

高齢者等が身近な地域で生活を続けることがで

きる在宅医療・看護のしくみ

救命・救急医療

がん患者等の苦痛を軽減するためにホスピスや

在宅などで行う緩和ケア

ストレスなど、こころの健康に関すること

アトピーや花粉症などのアレルギー性疾患

新型インフルエンザなど新しいタイプの感染症

効能や副作用など、医薬品に関すること

病状の十分な説明と同意、カルテなどの診療情

報の提供など患者と医師のあり方

小児医療・小児救急医療

医療保険制度や医療提供体制の改革

医療ミスなど医療機関内における事故

脳死や臓器移植、不妊治療、遺伝子治療など先

端医療

アスベストなどによる健康への被害

エイズなどの性感染症

その他

特にない

43.3 

35.9 

33.6 

32.2 

31.8 

22.6 

22.2 

22.2 

21.2 

21.1 

18.7 

18.4 

15.8 

14.9 

12.8 

3.2 

2.6 

0.9 

9.0 

0 10 20 30 40 50（％）

(ｎ＝1,680)

夜間・休日診療や救急医療体制を整備する

高齢者などが長期療養するための病院や介護施設
を整備する

地域の中心となる病院を整備する

地域の医院・診療所と大きな病院との連携によっ

て医療機能の向上を図る

高齢者の介護予防や在宅医療、リハビリテーショ

ン医療体制を整備する

病院の医療サービスや医療費など、医療に関する

情報提供を充実する

ホームヘルパーの派遣や訪問診療・看護など、自

宅で療養できる体制を整備する

小児医療、小児救急医療体制を整備する

自分が受診すべき診療科目や医療費などについて
の相談窓口を充実する

看護師など保健医療従事者の確保と資質の向上を
図る

がん患者等の苦痛を軽減するためにホスピスや在

宅での緩和ケアを充実する

運動や栄養指導等の健康づくり、健診などの生活

習慣病予防対策を充実させる

新型インフルエンザなどの感染症対策を強化する

こころの健康のための相談窓口を整備する

花粉症などのアレルギーに関する対策を充実する

学校において心身の健康づくりに関する教育を充
実する

乳幼児の健診や育児相談を充実する

特にない

その他

わからない

51.0 

38.9 

36.8 

33.5 

26.3 

22.5 

20.4 

19.6 

19.1 

17.7 

16.1 

12.5 

12.1 

10.5 

10.4 

9.4 

8.0 

3.6 

2.0 

4.0 

0 10 20 30 40 50 60（％）

都民の関心のある保健医療問題（複数回答） 

都民の保健医療対策に関する行政への要望（複数回答） 

資料：東京都生活文化局「健康と保健医療に関する世論調査」（平成２８年１０月調査） 

資料：東京都生活文化局「健康と保健医療に関する世論調査」（平成２８年１０月調査） 

○ 都民に対し、「関心のある保健

医療問題」を質問したところ、

「脳卒中・心臓病・がん・糖尿

病など生活習慣病」が４割を超

えて最も多くなっています。 

また、「認知症や寝たきりな

ど、高齢者のための医療や介護

制度のあり方」や「医療費の負

担のあり方」などについても３

割を超える人が関心を持ってい

ます。 

○ 都民の保健医療対策に関する

行政への要望としては、「夜間・

休日診療や救急医療体制の整

備」が５割を超えて最も多くな

っています。 

また、「高齢者などが長期療養

するための病院や介護施設の整

備」、「地域の中心となる病院を

整備する」などが上位を占めて

います。 
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○ 脳卒中の後遺症や末期がんなどで長期の療養が必要になった場合、理想として自宅で療

養を続けたいか聞いたところ、「そう思う」の割合が 32.2％、「そう思わない」が 38.2％

でした。 

 

○ また、「そう思う」と答えた人に、実現可能だと思うか聞いたところ、「実現可能だと思

う」の割合が 26.8％、「実現は難しいと思う」が 54.7％でした。 

 

 

 

○ さらに、在宅療養の実現は難しいと思う人にその理由を聞いたところ、「家族に負担をか

けるから」の割合が最も高く 74.1％、次いで「急に病状が変わったときの対応が不安だか

ら」が 44.3％となっていました。 

在宅療養の実現性

実現可能
だと思う
26.8％

わからない
29.0％

そう思わない
38.2％

そう思う
32.2％

実現は難しいと思う
54.7％

わからない
18.3％

在宅療養の希望の有無

資料：東京都生活文化局「保健医療に関する世論調査」（平成２８年１０月調査）

(ｎ＝938)

家族に負担をかけるから

急に病状が変わったときの対応が不安だ
から

在宅医療や在宅介護でどのようなケアを
受けられるかわからないから

療養できる部屋やトイレなど住宅環境が
整っていないから

看護や介護してくれる家族がいないから

お金がかかるから

訪問看護や介護の体制が不十分だから

往診してくれる医師がいないから

その他

特に理由はない

74.1 

44.3 

26.5 

20.7 

19.0 

16.2 

10.7 

8.6 

1.4 

1.3 

0 20 40 60 80（％）

在宅療養の実現は難しいと思う理由 

資料：東京都生活文化局「健康と保健医療に関する世論調査」（平成２８年１０月調査） 
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○ 都民の推計患者数は、入院が約 10 万人、外来が約 76 万人となっています。主要傷病

別にみると、「精神及び行動の障害」による推計入院患者数は２万人を超え、「脳血管疾患」、

「悪性新生物」も１万人を超えています。外来患者については、「高血圧性疾患」による推

計患者が６万人を超えています。 

 

 

○ 平成26年の都民の主要傷病別受療率1をみると、高血圧性疾患が最も高くなっています。

また、昭和 56 年と比較して、精神及び行動の障害の受療率は約３倍、悪性新生物の受療

率は約２倍に増加しています。 

                                                   
1 受療率：推計患者数を人口で除して人口 10 万対で表した数 

0.3 

20.1 

12.6 
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66.6 
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60.0
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外来（推計患者数 ７６０．０千人）

都民の主要傷病別推計患者数

資料：厚生労働省「患者調査」（平成26年）
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○ 入院受療率は東京都が 759、全国が 1,038 であり、外来受療率は東京都が 5,676、全

国が 5,696 となっています。年齢階級別にみると、入院では、東京都の受療率は全て全国

を下回っています。一方、外来では、15～24 歳までと 35 歳以上の全ての階級で、東京

都の受療率が全国を上回っています。 

 

 

二 次 保 健 医 療 圏 間 の 患 者 の 流 出 入 状 況 （ 全 疾 患 ／ ２ ０ ２ ５ 年 ）

急性期

回復期 慢性期

高度急性期

◆ ４機能ごと差引後の流出入（人／日）・病床数
（必要病床数等推計ツール：2013年の患者の受療動向を年齢階級別に2025年の人口で引き延ばして算出）

都内 埼玉県 千葉県 神奈川県

 

759 

317 

84 

102 

182 

242 

369 

733 

1,334 

3,460 

1,038 

345 
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141 

270 

318 
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930 
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東京都

全国

5,676 

4,912 

3,407 

2,138 

2,622 

3,613 

4,704 

6,354 

10,406 

13,318 
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6,762 

3,503 

2,091 

2,911 
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東京都
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年齢階級別受療率（東京都・全国）

資料：厚生労働省「患者調査」（平成２６年）

人口１０万対 人口１０万対
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二 次 保 健 医 療 圏 間 の 患 者 の 流 出 入 状 況 （ がん／２ ０ ２５ 年 ）

急性期

回復期

高度急性期

◆ ３機能ごと差引後の流出入（人／日）・病床数（床）
（必要病床数等推計ツール：2013年の患者の受療動向を年齢階級別に2025年の人口で引き延ばして算出）

※ ２０２５年の疾病別流出入については、上位２０圏域のみの情報が提供されており、
また、患者等の集計単位が10未満の場合非公表となっている。本資料では非公表の
部分は「０（ゼロ）」として集計。

※ 必要病床数等推計ツールでは疾病別の場合、慢性期の全て、及び高度急性期・
急性期・回復期の一部において以下のデータが分類（集計）されない。

＜疾病別に分類しないデータ＞
・ＮＤＢのレセプトデータのうち、慢性期、回復期リハビリテーション病棟入院料
・訪問診療受療者数 ・介護老人保健施設の施設サービス受給者数
・労働災害入院患者数 ・自賠責保険入院患者数

≪参考≫

他県からの流出入を見込んだ医療需要総数：13836.7人／日

都内 埼玉県 千葉県 神奈川県

区中央部 区西部 北多摩南部 東京都計

都道府県がん診療連携拠点病院数（国指定） 1 ‐ ‐ 2

地域がん診療連携拠点病院数（国指定） 7 2 3 23

東京都がん診療連携拠点病院数（都指定） 4 1 ‐ 9

特定機能病院数 6 3 1 15

 
 

二 次 保健 医 療 圏 間 の 患 者 の 流 出 入 状 況 （ 急 性 心 筋 梗 塞 ・ 脳 卒 中 ・ 成 人 肺 炎 ・ 大 腿 骨 骨 折 ／ ２ ０ ２ ５ 年 ）

急性期

回復期

高度急性期

他県からの流出入を見込んだ医療需要総数：12079.5人／日

※ ２０２５年の疾病別流出入については、上位２０圏域のみの情報が提供されており、
また、患者等の集計単位が10未満の場合非公表となっている。本資料では非公表の
部分は「０（ゼロ）」として集計。

※ 必要病床数等推計ツールでは疾病別の場合、慢性期の全て、及び高度急性期・
急性期・回復期の一部において以下のデータが分類（集計）されない。

＜疾病別に分類しないデータ＞
・ＮＤＢのレセプトデータのうち、慢性期、回復期リハビリテーション病棟入院料
・訪問診療受療者数 ・介護老人保健施設の施設サービス受給者数
・労働災害入院患者数 ・自賠責保険入院患者数

〇 急性心筋梗塞・脳卒中・成人肺炎・大腿骨骨折の主な
流出入は他県も含め隣接圏域のみ。

都内 埼玉県 千葉県 神奈川県◆ ３機能ごと差引後の流出入（人／日）・病床数（床）
（必要病床数等推計ツール：2013年の患者の受療動向を年齢階級別に2025年の人口で引き延ばして算出）
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（高度急性期機能・急性期機能・回復期機能の受療動向） 

○ 東京には、隣接３県（埼玉県、千葉県、神奈川県）を中心に他県からの患者が多く流入

しています。 

 

○ 特に、大学病院本院、特定機能病院が所在する区中央部、区西部、北多摩南部では、都

内全域や、隣接３県を中心とした他県からの患者も多く入院しており、３つの医療機能を

通じて、患者の広範な受療動向がみられます。（22 ページ下図参照） 

 

○ 疾患別に見ると、がんについては、全疾患を対象に分析した患者と同様に、都全域での

受療が確認されます。（23 ページ上図参照）   

  その一方、高齢者に多く見られる急性心筋梗塞・脳卒中・成人肺炎・大腿骨骨折につい

ては、救急搬送が多く、自圏域及び近接圏域で受療する傾向にあります。（上図参照） 

 

○ 高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能における入院患者数について、医療資源投

入量を基に推計しているため、高度急性期機能から回復期機能まで引き続き入院している

患者も含まれています。（45 ページ～48 ページ参照） 

 

○ そのため、高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能までは類似した受療動向となっ

ています。 

 
（慢性期機能の受療動向） 

○ 療養病床の多い西多摩、南多摩及び北多摩北部は都内全域から患者を受け入れており、

流入超過の状況にあります。 

 

○ 埼玉県、千葉県を中心に、他県へ患者が流出している状況にあります。（22 ページ下

図参照） 
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○ 入院・外来別にみた患者の流入率（当該都道府県内の医療施設を利用している患者のう

ち、当該都道府県外に住所を持つ患者の割合）・流出率（当該都道府県に住所を持つ患者の

うち、当該都道府県外の医療施設を利用している患者の割合）は、入院では病院が流入率

及び流出率で東京都が全国を上回り、外来では病院・一般診療所・歯科診療所いずれも流

入率で東京都が全国を上回っています。 

 

 

  

病院（東京都）

一般診療所

（東京都）

病院（全国）
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（東京都）

歯科診療所

（東京都）
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一般診療所

（全国）

歯科診療所

（全国）

0
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0 10 20

流
入
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患者の流入流出状況（外来）

資料：厚生労働省「患者調査」（平成２６年） 
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５ 医療費の推移 

 

 
○ 都民医療費は年々増加を続け、平成 27 年度における都民医療費は、およそ４兆１千億

円となっています。また、同年度の 75 歳以上の医療費は、およそ１兆２千億円となって

おり、都民医療費総額の約３割を占めています。 

 

○ 東京都における１人当たり医療費（総額）は、30 万７千円で、全国 40 位と低い水準に

なっています。 

 

○ 東京都における１人当たり後期高齢者医療費（総額）は、93 万８千円で、全国平均と

ほぼ同じ水準になっています。 
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都民医療費の動向 
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第２節 保健医療資源の現状 

１ 保健医療施設数 
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○ 病院 

病院数は平成３年から約 100 施設減少

しており、平成 28 年の病院数は 651 施

設、人口 10 万対は 4.8 施設となっていま

す。病院病床数も減少傾向にあり、平成

28 年は 128,351 床、人口 10 万対は

942.1 床となっています。 

 

○ 一般診療所 

一般診療所数は昭和 61 年頃から増加傾

向にあります。平成 28 年の一般診療所数

は 13,184 施設、人口 10 万対は 96.8

施設となっています。 

 

○ 歯科診療所 

歯科診療所数は増加傾向が続いていま

す。平成 28 年の歯科診療所数は 10,658

施設、人口 10 万対は 78.2 施設となって

います。 

 

○ 薬局 

薬局数は増加傾向が続いています。平成

28 年度の薬局数は 6,604 施設、人口 10

万対は 48.5 施設となっています。 
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群」を除いたものである。 
 

注２ 平成 13 年、14 年の「療養病床」は、「療養病床」及び「旧経過的療養型病床群」である。 

資料：厚生労働省「医療施設調査」 

病院病床数
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２ 保健医療従事者数 
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○ 医師 

東京都における医師数は増加

傾向が続いています。平成 26

年には、43,297 人、人口 10

万対では323.4人となっていま

す。 

このうち、病院・診療所に従

事している医師数は、40,769

人です。 

  男女別では、女性の割合が全

国と比較して高い状況にありま

す。特に、比較的若い世代での

女性の割合が高くなっていま

す。 

○ 歯科医師 

東京都における歯科医師数

は、平成 18 年に減少に転じま

したが、平成 22 年には再び増

加しています。平成 26 年の歯

科医師数は、16,395 人、人口

10 万対では 122.4 人となって

います。 

このうち、病院・診療所に従

事 し て い る 歯 科 医 師 数 は 、

15,859 人です。 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
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注：医師数・歯科医師数・薬剤師数は、医師法（昭和２３年法律第２０１号）第６条３項、歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第６条３項

及び薬剤師法（昭和３５年法律第１４６号)第９条による届出数（人数は実人数であり、病院・診療所・薬局等の従事者及び無職の者を

含む。）。 
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○ 薬剤師 

  東京都における薬剤師数は近

年急増しています。平成 26 年

には、46,343 人、人口 10 万

対で 346.1 人となっています。 

このうち、薬局・病院・診療

所に従事している薬剤師数は、

27,728 人です。 
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○ 保健師 

  東京都の就業保健師数は増加傾向が続いています。平成 28 年には 3,762 人、人口 10

万対で 27.6 人となっています。 

○ 助産師 

  東京都の就業助産師数は減少傾向でしたが、平成６年頃から増加に転じています。平成

28 年には 3,792 人、人口 10 万対で 27.8 人となっています。 

○ 看護師 

  東京都の就業看護師数は増加を続けています。平成 28 年には 104,744 人、人口 10

万対で 768.8 人となっています。 

○ 准看護師 

  東京都の就業准看護師数は、平成 10 年頃まで増加を続けていましたが、その後減少に

転じています。平成 28 年は 13,476 人、人口 10 万対で 98.9 人となっています。 
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区部 多摩地域 島しょ

47,278 37,249 9,988 41 340,918
(349.8) (401.7) (236.9) (155.5) (268.2)
17,653 13,926 3,696 31 104,897
(130.6) (150.2) (87.7) (117.4) (82.5)
5,555 4,117 1,433 5 52,144
(41.1) (44.4) (34.0) (18.9) (41.0)
1,911 1,500 408 3 12,257
(14.1) (16.2) (9.7) (11.3) (9.6)
3,398 2,625 767 5 29,072
(25.1) (28.3) (18.2) (20.4) (22.9)
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3,390 1,612 1,747 31 57,773
(25.1) (17.4) (41.4) (117.8) (45.5)
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(6.6) (6.2) (7.5) (0.0) (8.4)

医療社会事業従事者

資料：厚生労働省「医療施設調査・病院報告」（平成２６年）

注１：平成２６年１０月１日現在
注２：従事者数は、常勤換算（従事者について、その職務に従事した１週間の勤務時間を当該医療施設の通常の１週間の勤務時間で除した数）である。
注３：医師・歯科医師・薬剤師・看護師・准看護師・歯科衛生士・歯科技工士は病院、一般診療所及び歯科診療所の従事者の計。その他の職種は病院
　　　及び一般診療所の従事者の計である。
注４：医療社会事業従事者には、生活相談員、保護相談員、ケースワーカー、セラピスト、ソーシャルワーカー、ケアマネージャー等を含む。
注５：下段（　）内は人口10万対。算出基準となる人口は、総務省「国勢調査」（平成27年10月1日現在）
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区　　　　　分 東京都 全国

医 師

35



第４章 東京の将来の医療（地域医療構想） 

１ 東京都地域医療構想 

（１）地域医療構想とは 

○ 都における地域医療構想は、都民、行政、医療機関、保険者など、医療・介護・福祉

等に関わる全ての人が協力し、将来にわたり東京都の医療提供体制を維持・発展させ、

「誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる『東京』」を実現するための方針と

なるものです。 

 

○ 地域医療構想は、医療法第 30 条の４第２項第７号及び第８号の規定に基づき策定す

るものであり、次の事項を定めることとされております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）構想区域 

 ○ 東京都における構想区域は、以下の 13 区域（「病床整備区域」と呼称）です。 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

【医療法における地域医療構想の記載事項】 

１ 構想区域ごとに厚生労働省令で定める計算式により算定された 

 ① 病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量 

② 将来の居宅等における医療の必要量 

 

２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項   
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 ○ 構想区域は、必要な病床の整備を図るとともに、地域における病床の機能分化及 

  び連携を推進するための単位です。 

 

 ○ このため、構想区域ごとに、「地域医療構想調整会議」を設置し、地域医療構想の実現

に向けて、地域で不足する医療機能の確保等について、関係者が協議することとしてい

ます。 

 

（３）事業推進区域 

○ 東京では、交通網の発達や高度医療提供施設の集積などの地域特性の下、患者の受療

動向等を踏まえ、以下の考えに基づき、疾病・事業ごとの医療提供体制に取り組んでい

ます。 

 ・高度な専門的医療は、全都で医療を提供 

・健康管理、疾病予防、初期医療、在宅療養など身近な地域で完結すべきものは、区市

町村をベースに医療を提供 

・入院医療は、広域な区域（複数の区市町村、生活圏、二次保健医療圏等）を中心に医

療を提供 

 

 ○ 都内のどこで医療を受けても、身近な地域の医療・介護との連携が行われる体制が必

要です。 

 

○ 一方で、これまで培われてきた連携体制を基盤としつつ、患者の受療動向や医療資源

の分布状況に応じて、事業推進区域を柔軟に運用しています。現在、入院医療・搬送体

制の区域を特に定める必要がある事業については、複数の区市町村、医療圏を超えた区

域など弾力的に設定しています（例えば、周産期搬送の８ブロック、小児救命の４ブロ

ック、身体疾患を伴う精神科救急の５ブロック等）。 

 

○ 事業推進区域は、疾病事業ごとにこうした考えに基づき設定します。 

 

○ 疾病・事業ごとの協議会等において協議を行った上で、社会状況、医療資源、施策の

目指すべき方向性等を踏まえ、設定、廃止、変更等を行います。また、保健医療計画の

計画期間中も柔軟に対応していきます。 
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疾病事業ごとの医療提供体制 
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精神疾患 ・・・事業ごとにブロックを設定
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精神科二次救急医療（区部・多摩部の２ブロック）点線

精神科緊急医療（４ブロック）実線

色塗り 地域精神科身体合併症救急医療（５ブロック）

 
 

（４）将来の病床数の必要量等 

① 病床機能報告制度の状況 

○ 平成 26 年度から開始された病床機能報告制度において、一般病床及び療養病床を

有する医療機関は、自らが有する病床の現状と将来の病棟単位の病床機能の状況等に

関する項目及び具体的な医療内容に関する項目を都道府県に報告することになってい

ます。 

 

○ 病床機能報告制度は、病床機能の定量的な基準がない中で、各医療機関が自主的に

報告した内容であることから、全ての病棟を高度急性期や急性期と報告するなど、医

療機関によって大きく異なっています。 

 

○ 各病床機能の構成割合を見ると、急性期機能が最も多くなっています。一方で、今

後高齢者が増加することで、ニーズが高まることが予想される回復期機能については、

最も少なくなっています。 

 

○ 病床機能報告制度については、厚生労働省の「地域医療構想に関するワーキンググ

ループ」において病床機能の基準の明確化など、改善に向けた検討が進められていま

す。 
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   病床機能報告とは ～地域にふさわしい機能分化・連携のために～ 

平成 26 年 10 月から病床機能報告制度が開始されています。 

１ 病床機能報告とは 

○ 地域医療構想の策定や医療機能の分化・連携に当たり、地域の医療機関が

担っている医療機能の現状把握、分析を行う必要があります。 

○ そのため、平成 26 年の医療法改正により、病院及び診療所が、毎年、その

有する病床（一般病床及び療養病床）において担っている医療機能を自ら選

択し、都道府県に報告する仕組みとして、病床機能報告制度が導入されまし

た。 

○ 病床機能報告の報告結果を参考にしながら、多様な観点から地域の医療の

実情を把握し、地域医療構想の実現に向けた取組を進めていくことが期待さ

れています。 

○ 東京都の病床機能報告の報告結果は東京都福祉保健局のホームページで公

表しています。 

 アクセス方法 医療・保健  医療・保健施策  病床機能報告 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/iryo/iryo_hoken/byoushoukinouhoukoku/index.html 

２ 報告項目の概要 

① 病床が担う医療機能（病棟単位） 

  ・ 現在の医療機能（毎年７月１日時点） 

  ・ ６年が経過した時点における医療機能の予定 

  ・ 平成 37 年度時点における医療機能（任意） 

② その他の具体的な項目 

 ・ 構造設備、人員配置等に関する項目  

 （例） 入院基本料・特定入院料及び届出病床数、職員数の状況等 

 ・ 具体的な医療の内容に関する項目  

（例） 手術の状況、リハビリテーションの実施状況等 
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 ３ 病床機能報告制度における医療機能の選択に当たっての基本的な考え方 

 

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれか１つ選択して報告するこ

ととされていますが、実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、下図

のように当該病棟でいずれかの機能のうち最も多くの割合の患者を報告することを基本

とします。 

 

 

出典：第８回地域医療構想に関するワーキンググループ（厚生労働省）資料 
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88.4% 89.8%
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90.0% 92.0%

0.0%
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40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能

病床稼働率（平成28年度病床機能報告より病院のみ集計）

平成28年度病床機能報告結果

（参考）病床数の必要量の算出に使用された病床稼働率（全国一律）

注１ 病床稼働率＝病床利用率（延べ患者数÷許可病床数÷365 日）＋4.4％ 

注２ 医療機能別の延べ患者数と許可病床数は、平成 26 年度病床機能報告から集計 

注３ 報告において、患者数がゼロや未記入を含む、病床利用率 30％未満の病院を除いて集計 

注４ 構想区域ごとの状況は、巻末資料 P.246・247 を参照 
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② 平成３７年（２０２５年）の病床数の必要量 

○ 東京都の平成 37 年（2025 年）の必要病床数の推計結果は 113,764 床となって

います。これを、病床機能別にみると、高度急性期 15,888 床、急性期 42,275 床、

回復期 34,628 床、慢性期 20,973 床となっています。必要病床数と平成 29 年４

月現在の既存病床数を比較すると、約 8,000 床不足することとなっています。 

 

 

○ 平成 37 年（2025 年）の病床数の必要量は、推計値であり、様々な要因により影

響を受けることに留意する必要があります。 

 

③ 平成３７年（２０２５年）の在宅医療等の必要量 

○ 平成 37 年（2025 年）の在宅医療等の必要量は、1 日当たり 197,277 人となっ

ています。特に訪問診療は、平成 25 年（2013 年）の約 9 万人から 143,429 人へ

と、その需要が大幅に増加すると見込まれています。 

 

 

○ 在宅医療等の必要量は、2013 年に在宅患者訪問診療料を算定している患者数、老

人保健施設の施設サービス受給者数及び一般病床の入院患者のうち医療資源投入量

が 175 点未満の患者数を 2025 年の人口に換算した数の他、療養病床入院患者のう

ち、医療区分1Ⅰの患者数の 70％などを推計しています。（45 ページ～48 ページ参

照） 

 

○ 診療報酬制度における医療区分Ⅰの患者は、区分Ⅱ及びⅢより医療の必要性は低い

ものの、長期の医療、介護が必要な患者であり、容体が急変するリスクがある者から、

比較的安定した者まで様々な医療ニーズがあります。 

 

○ 慢性期の医療、介護ニーズの増加が予測される中、身近な地域で必要な医療サービ

                                                   
1 医療区分：療養病床で算定する診療報酬である「療養病棟入院基本料」において入院患者をその病状により３段階に分類する

もの。医療区分Ⅰが最も病状が軽い。 

患者数 11,916 32,974 31,165 19,294 95,349

病床数 15,888 42,275 34,628 20,973 113,764

14.0% 37.2% 30.4% 18.4% 100.0%

東京都

（参考）病床数の
　　　　構成割合

（上段：人/日、下段：床）

高度急性期
機能

急性期
機能

回復期
機能

慢性期
機能

計

（人／日）

（再掲）

　訪問診療のみ

東京都 197,277 143,429

在宅医療等
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スを受けられる体制の整備や、介護サービスの中で、医療ニーズが高い入所者をどの

ように受け止めていくかが課題になっています。 
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１ 高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の患者数推計の考え方 

○  平成 25 年（2013 年）の人口 10 万人に占める入院患者の割合（５歳刻みの年

齢、性別ごとの入院受療率）が平成 37 年（2025 年）も変わらないと仮定して、患

者数を推計しています。 

○  医療資源投入量に応じて、高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能に

分類して、それぞれの患者数を推計しています。（詳細は次ページ参照） 

２ 慢性期機能と在宅医療等の患者数推計の考え方 

○  高齢化により増大する医療需要に対応するため、平成37年（2025年）には、

在宅医療での対応が促進されていると仮定して患者数を推計しています。 

○  慢性期の医療需要は、１の推計方法を基本とするものの、患者の一部を在

宅医療で対応することなどにより療養病床の入院受療率を一定程度低下させ

ることを前提としています。 

○  在宅医療等の推計については、平成 25 年（2013 年）の訪問診療や介護老

人保健施設の入所者数等から推計しています。 

【

現
状
】

障害者数・
難病患者数

一般病床で
175点未満
の患者数

現時点で訪問診療
を受けている患者数

現時点の
老健施設の
入所者数

【

将
来
】

回復期
機能

慢性期機能 在宅医療等

療養病床の

入院患者数

回復期

リハ

病棟の

患者数

医療

区分Ⅰ

の

70％

地域

差の

解消

３ 推計患者数から病床数を推計する考え方 

○  １及び２で算出した推計患者数を機能ごとに定められた病床稼働率で割り返

して病床数を推計しています。 

病床の機能 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

病床稼働率 ７５％ ７８％ ９０％ ９２％ 

 

将来の病床数の必要量 ～推計の基本的な考え方～ 

※１  ※２ 

※１ 療養病床の入院患者数のうち、医療区分Ⅰの 70％を在宅医療等で対応する患者数として見込む。 

※２ 療養病床の入院受療率の地域差を縮小させることを見込む。 

※３ 居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設その他医療を受ける者が 

療養生活を営むことができる場所であって病院、診療所以外の場所において提供される医療。 

※3 

45



 

高度急
性期
機能

急性期
機能

回復期
機能

慢性期
機能

在宅
医療等

○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診
療密度が特に高い医療を提供する機能

○急性期の患者に対し、状態の早期の安定化に向けて、
医療を提供する機能

○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療や
リハビリテーションを提供する機能

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨
折等の患者に対し、ADLの向上や在宅復帰を目的とし
たリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期
リハビリテーション機能）

○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識

障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病患者等
を入院させる機能

＜一般病床＞
障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院基本料
及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患者

＜療養病床＞
療養病床（回復期リハビリテーション
病棟入院料を算定した患者数を除く）
－医療区分Ⅰの患者数の70％－地域差解消分

＜療養病床＞
医療区分Ⅰの患者数の70％＋地域差解消分

医療機能

3,000点以上

600点～3,000点未満

175点～600点未満

回復期リハビリテーション病棟
入院料を算定した患者数

医療資源投入量

医療資源投入量

医療資源投入量

国の推計方法による延べ患者数

75％

78％

90％

92％

病床稼働率÷

175点未満

医療資源投入量

※ 医療資源投入量とは、患者の 1 日当たりの診療報酬の出来高点数の合計から入院基本料相当分・リハビリテーション料の一部を除いたもの。 

46



   

   

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1 7 13 19 2514 日 3 日 

600 点 

3,000 点 

日数・機能等はイメージです 

患者の１入院を医療資源投入量で分析したグラフイメージ 

急性期＝延べ患者数１１人 

高度急性期＝ 

延べ患者数３人 １人の患者の入院が、推計上は、医療資

源投入量の変化によって、各機能に分類

されています。 

○  地域医療構想において用いられる推計方法を解説するために、１人の患者の

入院期間と医療資源投入量の関係を、分かりやすくイメージ化したグラフで

す。 

○  例えば、入院初日から３日目までは、手術を行うなど、医療資源投入量が

3,000 点を超える非常に高い状態にあり、この３日間は、高度急性期機能の患

者数として、「延べ患者数３人」とカウントされています。 

○  3,000 点を下回った４日目以降、600 点となる 14 日までの 11 日間は、急性

期機能の患者数として、「延べ患者数 11 人」とカウントされています。 

○  このように、地域医療構想において用いられる推計方法は、１人の患者の入

院期間を、医療資源投入量の変化に伴い、各機能に分類して延べ患者数として

算出するものです。 

患者数の推計方法 ～推計方法をより詳しく知るために～ 

医療資源 

投入量 
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  ○ 平成 37 年（2025 年）の病床数の必要量は、推計値であり、様々な要因により

影響を受けることに留意する必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都は、病床の整備について、住民に身近な基礎的自治体である区市町村

の意見や、各医療機関から報告された病床機能報告の結果などを参考にしなが

ら、法令等に準拠して基準病床数を定め、地域に必要な医療の確保を行ってい

きます。 

 

 

将来人口 

平成 22 年（2010 年）の国勢調査をベースに推計された将来人口を利 

用して病床数の必要量を推計しています。 

入院受療率 

平成 25 年（2013 年）の人口 10 万人に占める入院患者の割合（５歳刻

みの年齢、性別ごとの入院受療率）が平成 37 年（2025 年）も変わらな

いと仮定して病床数の必要量を推計しています。 

療養病床 

療養病床の入院受療率の地域差を縮小することや、医療区分Ⅰの７割

を在宅医療等で対応することを前提に推計しています。 

また、介護療養病床は平成 29 年度末に廃止となり、その影響を踏ま

えた検討が必要です。 

受療動向 

患者の受療動向は、都内だけでなく、他県における医療資源の配置状

況に影響を受けるため、今後の医療機関の新設等の状況に伴い、変化す

る可能性があります。 

病床稼働率 

医療機関の取組により、変動する可能性があります。 

医療技術の進歩 

医療技術の進歩に伴い、医療の内容や入院の日数が変わる可能性があ

ります。 

＜基準病床数について＞ 

 基準病床数は、病床の適正配置の促進と、適切な入院医療の確保を目的

に、病床整備の基準として、医療法の規定に基づき、病床の種類ごとに定

めるものです。（詳細は 56 ページ～58 ページ参照） 
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（５）東京の将来の医療～グランドデザイン～ 

○ 高齢化の進展、特に後期高齢者人口の増加により増大する医療需要に適切に応え、将

来にわたって東京の医療提供体制を維持・発展させていく必要があります。 

 

○ このため、「東京都地域医療構想」には、「東京の 2025 年の医療～グランドデザイン

～」として、「誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる『東京』」を描き、そ

の実現に向けた４つの基本目標を掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる「東京」 
 

Ⅰ 高度医療・先進的な医療提供体制の将来にわたる進展 

     ～大学病院等が集積する東京の「強み」を生かした、医療水準のさらなる向上～ 

Ⅱ 東京の特性を生かした切れ目のない医療連携システムの構築 

    ～高度急性期から在宅療養に至るまで、東京の医療資源を最大限活用した医療連携の推進～ 

Ⅲ 地域包括ケアシステムにおける治し、支える医療の充実 

     ～誰もが住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域全体で治し、支える「地域完結型」医療の確立～ 

Ⅳ 安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成 

     ～医療水準の高度化に資する人材や高齢社会を支える人材が活躍する社会の実現～ 

４ 

つ 

の 

基 

本 

目 

標 
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   福祉先進都市・東京の実現に向けた地域包括ケアシステムの在り方検討会議 

～地域で支え合いながら安心して暮らし続けるために～ 

○ 東京都は、「東京都長期ビジョン」及び「第６期東京都高齢者保健福祉計

画」で示した東京の現状と将来像を踏まえ、東京にふさわしい地域包括ケア

システムの在り方を検討することにより、都の新たな施策形成につなげるこ

とを目的として、平成 27 年（2015 年）７月に、有識者による「福祉先進都

市・東京の実現に向けた地域包括ケアシステムの在り方検討会議」を設置し

ました。 

○ ８回の開催を重ね、平成 28 年（2016 年）３月 30 日に、最終報告書が取り

まとめられています。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 最終報告を踏まえて策定された第７期東京都高齢者保健福祉計画（平成 30

年度～平成 32 年度）と整合を図って策定された本計画に基づき、今後、医

療と介護の連携を一層強化していきます。 

＜今後の課題と取組の論点＞ 

１ 高齢期の住まいの確保と住まい方の支援 
２ 介護予防と支え合う地域づくり 
３ 認知症の人にやさしい地域づくり 
４ 在宅療養環境の整備 
５ 地域に密着した介護サービス基盤の整備 
 

６ 時代のニーズに応じた規制の見直し 
７ 介護人材の確保・育成・定着 
８ 仕事と介護の両立支援 
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２ 地域医療構想の実現に向けた進め方 

（１） 病床の機能分化及び連携の推進 

○ 地域医療構想を実現するためには、都民、東京都、区市町村、医療機関、医療関係

団体、保険者等が協力して、効率的で質の高い医療提供体制を確保していく必要があ

ります。 

 

  ○ 一方で、将来不足することが見込まれる病床機能や地域の医療資源などは、各構想

区域によって異なっています。高齢化が進展する中、今後は、地域の医療需要に適切

に対応できるよう病床機能を確保する必要があります。また、高度急性期から在宅療

養まで切れ目なく医療が提供できるよう連携体制の構築が必要です。 

 

○ 地域医療構想の実現に向け、構想区域ごとに「地域医療構想調整会議」を設置して

います。調整会議では、地域の現状を把握した上で、地域の関係者自らが地域の課題

を抽出し、その課題の解決に向けた検討を行い、医療機関が自主的に病床の機能分化・

連携に取り組むこととしています。 

 

○ あわせて、病床の機能分化・連携を進めるため、地域医療構想介護総合確保基金を

有効に活用し、地域医療構想の実現に向けた取組を推進していきます。 

 

  ○ さらに、多くの区域に共通する医療連携の課題など、都全体で解決すべき課題の共

有を行うため、東京都保健医療計画推進協議会の下に、「地域医療構想調整部会」を設

置しています。地域医療構想調整部会では、地域医療構想の実現に向けた進捗管理な

ども実施します。 

 

 

（地域医療構想調整会議） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 医療需要に対応した病床の整備 

○ 高齢化の進展に伴い、平成 37 年（2025 年）の必要病床数は、平成 27 年の病床

（地域医療構想調整会議） 

構想区域ごとに、地域の現状を把握し、課題を抽出するとともに課題の解決に向けた検討

を行う 

①現状把握 

（地域医療構想調整部会） 

調整会議の情報を集約し、共通する課題の抽出や課題解決に向けた方策の検討等を行う 

③解決に向けた検討 

①現状把握 

②課題抽出 
④進捗状況の共有 
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機能報告における病床数と比較すると回復期機能を中心に不足することが推計されて

います。 

 

○ 平成28年度病床機能報告によると、都内の病院では、稼働していない病床が約2,300

床あり、病床の稼働率は約 86％となっています。稼働していない病床を有効活用する

ためには、転退院のための円滑な医療連携が行われる体制作りが必要です。 

 

○ こうした取組を進めていくに当たっては、住民に身近な基礎的自治体である区市町村

の意見や、各医療機関から報告された病床機能報告の結果などを参考にしながら、法令

等に準拠して基準病床数を定め、地域に必要な医療の確保を図っていきます。 

 

 

 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

共通 退院調整部門の設置数及び割合 
339 病院 

57.5％ 

増やす 

上げる 

共通 病床稼働率（病床機能別） 

高度急性期 ：88.1％ 

急 性 期：81.3％ 

回 復 期：87.4％ 

慢 性 期：90.8％ 

上げる 
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第５章 保健医療圏と基準病床数 
１ 保健医療圏 

 

１ 基本的な考え方 

 ○ 全ての都民が住み慣れた地域で安心して生活していくためには、都民が必要とする保

健医療サービスを、いつでも、どこでも、だれでも必要に応じて適切に受けることがで

きるようにすることが不可欠です。 

  

○ 保健医療圏は、こうした都民の保健医療ニーズに的確に対応するため、保健医療資源

の適切な配置を図るとともに、適切な保健医療サービスの提供や医療提供施設相互の機

能の分担と連携を推進し、疾病の発症予防から早期の発見や治療、リハビリテーション

など総合的な保健医療提供体制の体系を構築するための地域的単位となります。 

 

２ 保健医療圏の設定 

 ○ 都では、平成元年に策定した「東京都保健医療計画」において、地域の保健医療ニー

ズに対して、都民に最も適切な保健医療サービスを提供していく上での圏域として、一

次、二次及び三次の保健医療圏を設定しました。 

   今回の改定においては、人口規模や受療動向をはじめとする圏域の現況を踏まえ、引

き続き保健医療圏を次のとおりとします。 

 

（１）一次保健医療圏 

○ 平成元年に策定した医療計画において、一次保健医療圏については、地域住民の日常

生活を支える健康相談、健康管理、疾病予防や頻度の高い一般的な傷病の治療など、住

民に密着した保健医療サービスを、福祉サービスと一体となって総合的、継続的に提供

していく上での最も基礎的な圏域であり、その体制の整備を図るための地域的単位とし

て、区市町村の区域を位置付けました。 

 

○ 平成９年４月の地域保健法（昭和２２年法律第１０１号。旧保健所法）の全面改正に

より、母子保健事業などの住民に身近な保健サービスを市町村が提供することになった

こと、平成 12 年４月に区市町村が保険者となる介護保険制度が導入されたこと、平成

18 年４月から区市町村が主体となって地域包括支援センターを設置するなど、保健・

医療・福祉の分野では、身近な区市町村を中心としたきめ細かなサービスの提供が定着

しています。 

 

○ また、在宅療養を推進するためには、住民に最も身近な行政機関である区市町村の主

体的な取組のもと、関係する多職種が緊密に連携し、明確な役割分担に基づいた患者支

援のネットワークを円滑に機能させるための環境整備が必要です。 
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 こうしたことから、一次保健医療圏は、引き続き区市町村の区域とします。 

 

（２）二次保健医療圏 

○ 二次保健医療圏は、原則として特殊な医療を除く一般の医療ニーズに対応するために

設定する区域で、入院医療を圏域内で基本的に確保するとともに、医療機関の機能連携

に基づく医療サービスと広域的、専門的な保健サービスとの連携などにより、都民に包

括的な保健医療サービスを提供していく上での圏域であり、その整備を図るための地域

的単位です。 

 

○ 医療法第 30 条の４第２項第12号の規定により、主として病院の病床及び診療所の病

床の整備を図るべき地域的単位として設定する医療計画上の区域でもあります。 

 

○ 二次保健医療圏については、平成元年に策定した「東京都保健医療計画」において、

住民の日常生活行動の状況、交通事情、保健医療関係の既存の地域ブロック、保健医療

資源の分布等圏域設定に必要な要素を総合的に勘案の上、複数の区市町村を単位とする

13 の圏域に設定しました。 

 

○ 今回の改定に当たり、患者の受療動向の現状等を検討した結果、圏域を変更するほど

の大きな変化が見られないことや、現行の圏域を単位とした保健医療サービスを提供す

る広範な仕組みづくりが進んでいることなどから、二次保健医療圏は引き続き現行のと

おりとし、疾病や事業ごとの取組については、各圏域の保健医療資源などの現況を踏ま

えた連携を進めていきます。 

 

○ 島しょ地域についても、引き続き島しょ地域全体を一つの二次保健医療圏として設定

しますが、今後とも離島としての地域特性を踏まえた配慮が必要です。 

 

（３）三次保健医療圏 

○ 三次保健医療圏は、一次及び二次の保健医療体制との連携の下に、特殊な医療提供を

確保するとともに、東京都全域での対応が必要な保健医療サービスを提供する上での区

域であり、その体制を整備していくための地域的単位です。 

 

○ 医療法第 30 条の４第２項第13 号の規定により、特殊な医療などを提供する病院の

病床確保を図るべき地域的単位として設定する医療計画上の区域でもあり、医療法施行

規則（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第 30 条の 29 第２号において、都道府県を単位

として設定することが定められています。 

   そのため、その区域は、引き続き東京都の全域とします。 
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二次保健医療圏 構　成　区　市　町　村
面積
（k㎡）

人口
（人）

区中央部 千代田区、中央区、港区、文京区、台東区 63.64 860,669

区南部 品川区、大田区 83.50 1,103,937

区西南部 目黒区、世田谷区、渋谷区 87.83 1,405,501

区西部 新宿区、中野区、杉並区 67.87 1,225,772

区西北部 豊島区、北区、板橋区、練馬区 113.92 1,915,881

区東北部 荒川区、足立区、葛飾区 98.21 1,325,299

区東部 墨田区、江東区、江戸川区 103.83 1,435,681

西多摩
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、檜原村、
奥多摩町

572.70 390,897

南多摩 八王子市、町田市、日野市、多摩市、稲城市 324.71 1,430,411

北多摩西部 立川市、昭島市、国分寺市、国立市、東大和市、武蔵村山市 90.05 640,617

北多摩南部 武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、小金井市、狛江市 96.10 1,022,646

北多摩北部 小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市 76.51 731,469

島しょ
大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、
青ヶ島村、小笠原村

399.35 26,491

2,190.93 13,515,271

　資料：総務省「国勢調査」（平成２７年）

　　　　国土交通省国土地理院「平成２７年全国都道府県市区町村別面積調」

計

奥多摩町

八王子市

檜原村

青梅市

町田市

大田区

足立区

練馬区

あきる野市

世田谷区

江東区

江戸川区

葛飾区

杉並区

板橋区

港区

北区

府中市
日野市

立川市

品川区

調布市

多摩市

日の出町

小平市

新宿区

稲城市

昭島市

瑞穂町

三鷹市

中野区

渋谷区

目黒区

墨田区

豊島区

東村山市

西東京市

文京区

荒川区福生市
東大和市

清瀬市

台東区

中央区

羽村市

武蔵村山市

国分寺市

千代田区

小金井市

国立市

武蔵野市

東久留米市

狛江市

二次保健医療圏

区中央部保健医療圏

区南部保健医療圏

区西南部保健医療圏

区西部保健医療圏

区西北部保健医療圏

区東北部保健医療圏

区東部保健医療圏

西多摩保健医療圏

南多摩保健医療圏

北多摩西部保健医療圏

北多摩南部保健医療圏

北多摩北部保健医療圏

大島町 三宅村新島村 神津島村
青ヶ島村利島村 小笠原村

御蔵島村
八丈町

島しょ保健医療圏
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２ 基準病床数 

 

１ 基本的な考え方 

○ 病床は、医療資源の中でも重要な位置を占めるもので、その運用には多くの人的・物

的資源が必要です。入院医療を必要とする都民が必要かつ適正な期間の入院医療を受け

ることができるよう、病床を効率的かつ適切に活用する必要があります。 

  

○ 基準病床数は、病床の適正配置の促進と適切な入院医療の確保を目的に、病床整備の

基準として、医療法第 30 条の４第２項第14 号の規定に基づき病床の種類ごとに定め

るものです。療養病床及び一般病床は二次保健医療圏ごとに、精神病床、感染症病床及

び結核病床は東京都全域（三次保健医療圏）でそれぞれ定めることとされています。 

 

○ 既存病床数が基準病床数を上回る圏域における病院及び有床診療所の開設、増床等は

原則としてできず、開設の中止、増床数の削減等の知事の勧告の対象となります。 

 

○ なお、既存病床数が基準病床数を超える二次保健医療圏であっても、高度ながん診療

施設、周産期医療を行う施設など特定の病床が不足する地域における当該診療を行う医

療機関のための病床整備（医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 47 号）第 30 条の

32 の２）、人口の著しい増加に対応した病床整備など（医療法施行令（昭和 23 年政令

第 326 号）第５条の３）、特別な事情により更なる整備が必要な場合には、都道府県は、

関係機関・関係団体と調整の上、厚生労働大臣に協議して、同意を得た数を基準病床数

に加えることができます。 

 

 

２ 基準病床数の設定 

○ 東京都保健医療計画第六次改定においては、医療法施行規則等に基づき、療養病床及

び一般病床、精神病床、感染症病床、結核病床の基準病床数を次のとおり定めます。 

 

（１）療養病床及び一般病床 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

※ 新たな基準病床数については、国の示す算
定式に基づき、直近のデータを用いて今後算定

する。 
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（２）精神病床 

 

 
（３）結核病床 

 
 
 
 

（単位：床）

基 準 病 床 数 既 存 病 床 数 ( 参 考 )

区 中 央 部 13,400

区 南 部 7,976

区 西 南 部 9,756

区 西 部 10,480

区 西 北 部 14,166

区 東 北 部 9,616

区 東 部 8,327

西 多 摩 4,143

南 多 摩 10,195

北 多 摩 西 部 4,165

北 多 摩 南 部 7,336

北 多 摩 北 部 5,485

島 し ょ 80

105,125

二次保健医療圏

計

注：既存病床数は平成２９年４月１日現在
　　医療法施行規則第30条の30では、二次医療圏ごとの基準病床数の算定に当たって、都道府県
　全体における基準病床数の上限の算定方法を定めている。
　　これに基づき算定すると、東京都全体における基準病床数の上限は、療養病床が      床、一般
　病床が       床となっている。

（単位：床）

区 分 基 準 病 床 数
( 参 考 )

既 存 病 床 数

東 京 都 全 域 22,244

注：既存病床数は平成２9年４月１日現在

（単位：床）

区 分 基 準 病 床 数
( 参 考 )

既 存 病 床 数

東 京 都 全 域 435

注：既存病床数は平成２９年４月１日現在
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（４）感染症病床 

 
 
 
３ 診療所の一般病床設置について 

 ○ 診療所の一般病床について、医療法施行規則第１条の 14 第７項に基づく次の診療所

の病床で、都の定める基準を満たすと認められるものは、許可に代わり届出によって設

置することができます。 

  

  ① 居宅等における医療の提供の推進のために必要な診療所 

   ② へき地に設置される診療所 

   ③ 小児医療を扱う診療所 

   ④ 分娩を扱う診療所 

 

（単位：床）

区 分 基 準 病 床 数
( 参 考 )

既 存 病 床 数

東 京 都 全 域 124

注：既存病床数は平成２９年４月１日現在

58



第６章 計画の推進体制 

 

○ 保健医療計画を効果的に実施し、機能させるためには、各施策の実施状況・進捗状況を

確認し、達成度を評価し、必要に応じて取組の見直しを行っていくことが必要です。 

 

○ このため、各疾病・事業単位で設置している協議会等において、事業の進捗状況や指標

などについて評価・検討を行い、保健医療計画に基づく取組を推進していきます。 

 

○ その状況を、医師や看護師等の医療を提供する立場の者や医療を受ける立場の者、学識

経験者などで構成する「東京都保健医療計画推進協議会」で定期的に評価、検討します。 

 

○ また、地域における医療機能の分化と連携を促進するため、構想区域ごとに設置した「地

域医療構想調整会議」を活用し、医療機関が相互に協力し合い、補い合うことで、各医療機

関持つ医療機能を十分発揮するように働きかけます。 

 

○ こうした取組の実施状況は、「東京都保健医療計画推進協議会」等において、都全域で共

有し、各疾病・事業の進捗状況と照らし合わせながら評価、見直しを行うなど、PDCA サ

イクルを効果的に機能させることにより、保健医療計画の基本理念である、地域医療構想で

掲げたグランドデザインの達成を目指します。 

 

○ 医療を提供する体制の確保に関する重要事項については、「東京都医療審議会」において

調査審議します。 
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＜保健医療計画の推進体制＞ 

 

 

○ 保健医療計画の進捗状況については、都のホームページに掲載するなど、広く都民にも

公表していきます。 

 

 

 

 

 

  

東
京
都
保
健
医
療
計
画
推
進
協
議
会

東京都地域医療構想調整会議

東京都がん対策推進協議会 東京都小児がん診療連携協議会

東京都脳卒中医療連携協議会 東京都糖尿病医療連携推進協議会

東京都地方精神保健福祉審議会 救急医療対策協議会

東京都災害医療協議会 東京都へき地医療対策協議会

東京都周産期医療協議会 東京都小児医療協議会

東京都在宅療養推進会議 東京都リハビリテーション協議会

東京都歯科保健対策推進協議会 東京都地域医療対策協議会

諮 問

答 申

連
携
・
情
報
共
有

東
京
都
医
療
審
議
会

各疾病・事業ごとの協議会等（例）

医療計画におけるＰＤＣＡサイクル 

関係者による議論を通じた合意形成を得ながら、データを十分に活用し、現状と 

課題を把握し、患者の受療動向を踏まえて、医療提供体制のあるべき姿を念頭に 

おいて目標を立て、着実に計画を実行し、適切な指標を用いて、進捗評価を行い、

医療計画を見直す。 

～PDCAサイクルを通じた医療計画の実効性の向上のための研究会報告書より一部抜粋～ 

Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実施）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）→Ｐｌａｎ（計画）… 

計画策定後も、継続的に見直しを行い、医療計画の実効性を高めます。 

Ｐｌａｎ 
計画 

Ｄｏ 
実施 

Ｃｈｅｃｋ 
評価 Ａｃｔｉｏｎ 

改善 
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保健医療計画の推進を支える各種協議会等（例） 

各 種 協 議 会 等 目 的・協議事項 

東京都医療審議会 

医療法の規定により、知事の諮問に応じ、都におけ

る医療を提供する体制の確保に関する重要事項の調

査審議 

東京都保健医療計画推進協議会 東京都保健医療計画の総合的かつ円滑な推進 

東京都地域医療構想調整会議 
地域医療構想の実現に向けて、地域で必要な医療機

能の確保等について協議 

東京都がん対策推進協議会 
東京都がん対策推進計画及びこれに基づく施策の推

進 

東京都小児がん診療連携協議会 都内における小児がん医療連携体制の検討・構築 

東京都脳卒中医療連携協議会 都内の脳卒中医療連携体制の構築等 

東京都糖尿病医療連携推進協議会 
都内における予防から治療までの一貫した糖尿病対

策の推進 

東京都地方精神保健福祉審議会 
精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項の調査

審議 

救急医療対策協議会 
災害事故等による救急患者に対する適正な医療体制

の整備 

東京都災害医療協議会 
都内における関係機関が連携した実効性の高い災害

医療体制の構築 

東京都へき地医療対策協議会 
都のへき地医療支援計画の策定、へき地勤務医師等

医療技術者の安定的確保等 

東京都周産期医療協議会 都内における周産期医療の整備及び充実 

東京都小児医療協議会 都内における小児医療体制の確保 

東京都在宅療養推進会議 都内における在宅療養の推進 

東京都リハビリテーション協議会 都におけるリハビリテーションサービスの充実 

東京都歯科保健対策推進協議会 都民の歯科保健対策の推進 

東京都地域医療対策協議会 医師等医療従事者の確保及び育成 
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